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この報告書は、国土交通省国土計画局大都市圏計画課の委託業務「北関東圏の産業維持に向けた

多文化共生の地域づくりのあり方検討業務」の業務報告書である。 



【調査結果の概要】 

 

（調査の背景と目的） 

製造業が集積する北関東圏には多くの在住外国人が就労しており、既に地域の産業にとって重要な

労働力となっている。一方で、在住外国人集住地域では、在住外国人と日本人住民との間の生活トラ

ブルや外国人児童生徒の就学問題等、生活者としての在住外国人にとって様々な課題が生じている。 
そのため、本調査では就労・居住を中心に、北関東圏における在住外国人の生活実態等を把握する

実態調査を実施するとともに、実際に地域の様々な主体に働きかけながら、在住外国人と日本人住民

が共に生きるための取組の方向性を導出する社会実験を行い、「北関東圏における多文化共生の地域づ

くりの仕組み」を検討することを目的とした。 

（実態調査（基礎調査・地域環境調査）） 

 北関東圏の在住外国人の生活実態等を把握するために、在住外国人の集住地域を調査対象地区とし

て 16 地区選び、地区内の在住外国人、日本人住民、企業（一部調査対象地区外に立地する企業を含む）

に対するアンケート調査を実施した。また、調査対象地区の地方自治体、教育委員会、自治会に対す

るアンケート調査、ヒアリング調査も実施した。 
調査の結果、北関東圏の在住外国人の多くが南米出身者であり、長期間にわたって滞在し、間接雇

用で地域の製造業で就労しているという特徴が把握された。また、住まい方の特徴をみると、①北関

東圏内で転職・転居をしており、転職回数よりも転居回数の方が多いこと、②働く先から遠くない場

所に居住していること、③出身国が同じ在住外国人がいることを住環境として評価していること、④

通算滞在年数の長い層と収入の低い層が公営住宅に集住していることが把握された。 
また、こうした住まい方の特徴から、次のような今後の在住外国人の住まい方が予想された。すな

わち、(a)今後も北関東圏内で転居を繰り返しながら住み続け、集住を進める、(b)加齢や働き方等生活

の変化に伴い、多様な住まい方・住み替え方を行う、(c)今後、生活の変化に伴い多様な住まい方が進

められる中、変化への適応に困難を抱える層が公営住宅等に集住を進める可能性が予想された。こう

した点から、在住外国人を「地域住民」として改めて捉え、「共生」の方向を検討することと、日本人

住民が在住外国人の変化への適応を支援することを検討する必要性が把握された。 
さらに、「住む」「働く」「学ぶ／育てる」といった各生活領域における在住外国人が現在抱えている

課題について、「住む」場面では、地域の日本人住民からの労働者としての評価と生活者としての評価

にギャップが生じていること、日本語習得の不十分さが交流を阻害する一因となっていること等の課

題が確認された。「働く」場面では、企業が単独でできる生活支援には限界があること、在住外国人が

働き続け、企業で活用されるためには日本語習得が重要であること等が確認された。「学ぶ／育てる」

場面では、在住外国人の子どもは日本語や日本社会に適応しやすい一方で、母語や母国の文化が身に

つきにくいこと等が確認された。また、その他（情報）に関する課題としては、在住外国人が日本に

ついての情報が少ないまま来日している傾向や、在住外国人が必要な情報と提供されている情報の内

容にギャップが生じていること等が把握された。 
これらを踏まえると、いずれの生活領域においても、日本語習得をはじめとした、日本での生活に

低限必要な力を在住外国人が身につけるといった「自立」を支援する取組を進めることが今後の方

向性として導き出された。また、在住外国人が日本社会で生活していくためには、地域社会に参加し

ていくことが必要である。さらに、日本人住民が在住外国人への支援に取り組むためには、地域で個々
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に取組を進めるのではなく「連携・協働」が必要であることも導き出された。 
こうした方向性から、北関東圏の在住外国人集住地域では、在住外国人と日本人住民が共に生きる

ために、在住外国人の自立と地域社会への参加、在住外国人と日本人住民が共に生きるための仕組み

が必要であることがわかった。 

（社会実験） 

社会実験の実施においては、在住外国人と日本人住民が共に生きるための仕組みが必要であり、そ

の形成のためには地域の各主体の「連携・協働」が必要であることを前提とした。社会実験では、在

住外国人の生活領域として「就労領域（働く場面）」「コミュニティ領域（住む場面）」「教育領域（学

ぶ／育てる場面）」を設定し、各領域で地域の各構成員が、在住外国人の自立と地域社会への参加に向

けて、どのように連携・協働できるか、どのような条件、仕組み・仕掛けが必要かを検討する７つの

モデル的な事業を企画して実施した。 
「就労領域」では、企業経営者が外国人雇用のあり方を検討する「企業経営者対象セミナー」と、

外国人労働者が自らの自立と地域社会への参加について検討する「外国人労働者対象セミナー」を実

施した。また、「コミュニティ領域」では、日本語教室を核にした日本人住民と在住外国人の交流事業

を行う「日本人に対する共生意識の醸成」を、「教育領域」では、外国人児童への教育が外国人世帯全

体の地域社会への適応や参加に及ぼす影響を検証する「外国人児童に対する日本語教育」を実施した。

さらに、全ての領域の地域の各構成員（企業、日本人住民、学校等）の協力のもと、外国人児童と青

少年に日本の生活の体験学習を提供する「外国人児童・青少年対象社会参加啓発」を実施した。 
一方、各自治体が多文化共生に関する施策を個別に展開していることから、在住外国人向け情報を

一元化したウェブサイトを立ち上げ、情報交換の場とする「在住外国人向け情報の一元化・共有化」

を実施した。また、各地の多文化共生に向けたノウハウ・知見を北関東圏全体へ展開させることを目

指す「北関東圏多文化共生シンポジウム」も開催した。 
各社会実験の実施により、在住外国人と日本人住民が豊かな地域社会を共に創るためには、多文化

共生が重要であることが確認された。また、連携・協働に向けた仕掛けとして、情報の提供と機会の

充実を図ること、地域の各構成員が思いを共有する場を多様な形で展開すること、地域の人々をつな

ぐ人材を育成することが重要と捉えられ、さらには、子どもや青少年といった次世代のための人材を

育成する取組が、地域の各構成員の連携と協働を進める力となることも捉えられた。あわせて、より

多くの主体の参加を促すことの必要性、様々な主体の多文化共生に対する関心を高める必要があるこ

と、在住外国人と日本人住民がより深く交流できる取組を展開する必要があることが共通した課題と

して捉えられた。そして、多くの社会実験の参加者から、今後求められる方向性として、社会実験の

ような取組の継続と、そのための各主体の具体的な行動や施策の展開が挙げられた。 

（北関東圏における多文化共生の地域づくりの仕組み） 

実態調査と社会実験の結果から、現在の地域特性を踏まえた「北関東圏における多文化共生の地域

づくりの仕組み」として、地域の生活者としての在住外国人の自立と社会参加を在住外国人、日本人

住民、企業、学校、ＮＰＯ等、地域の多様な主体が協働して支え合う観点から検討し、以下のポイン

トを示した。 
・ 在住外国人と地域の日本人住民との連携・協働が豊かな地域社会を創ることにつながる 
・ 地域の生活者としての在住外国人の「自立」と「地域社会への参加」 
・ 在住外国人が地域社会に参加するきっかけの場 
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・ 地域の多様な主体の連携・協働 
・ 行政による「北関東圏における多文化共生の地域づくりの仕組み」の形成に向けた支援・誘導 
・ 「北関東圏における多文化共生の地域づくりの仕組み」の形成に向けた仕掛け 
 

（多文化共生の地域の形成に向けた各主体の役割） 

実態調査と社会実験から得られた成果や課題、また北関東圏における多文化共生の地域づくりの仕

組みを踏まえ、北関東圏における多文化共生の地域の形成に向けた各主体に期待される今後の役割と

取組を検討したところ、以下のようなことが示唆された。 
まず、在住外国人には、現状の認識と目標を明確化し、日本語および日本の地域社会に関する学習

を行うことが望まれる。また、地域社会に積極的に参加していくとともに、在住外国人同士の連携や

ネットワークの形成を進める。このことによって、地域住民として積極的に在住外国人が共通して抱

える課題を日本社会に発信していくことが期待される。 
日本人住民には、在住外国人に対する意識を変革し、日常生活の中で地域の在住外国人と交流する

ことが必要である。また、住民間の連携による支援や助け合いの場を形成し、地域の学校や企業等と

の連携を進めることも望まれる。 
ＮＰＯ、自治会、国際交流協会等の団体には、地域の在住外国人との積極的なコミュニケーション

を推進する役割と、在住外国人のニーズに合った生活支援を提供することが期待される。また、団体

の活動自体を地域の様々な主体の連携・協働の場として、学校、企業等、地域の各主体と連携し、活

動内容を充実させていくことも期待される。 
在住の外国人労働者を雇用、あるいは労働力として受け入れている企業には、外国人労働者のより

よい人財としての育成に取り組み、経営の向上につなげることが期待される。また、在住の外国人労

働者の雇用に関する知恵の共有・ノウハウの伝達等の企業間の連携を進めるとともに、地域社会との

連携・協働による外国人労働者の生活支援に取り組むことが望まれる。 
学校には、まず外国人児童生徒に対する母国の文化や言語に配慮した指導と、学校における多文化

共生に向けた取組を進めることが望まれる。また、在住外国人保護者の学校活動への参画促進や、外

国人児童生徒、保護者、地域社会をつなぐ役割を担っていくことも望まれる。 
市町村には、身近な自治体として在住外国人に対する生活支援を担うとともに、地域の各構成員を

コーディネートし、連携・協働の取組を促進することが求められる。また、市町村間の積極的な連携

により、多文化共生に関する情報・ノウハウの共有を進めることも必要である。 
県には、市町村の取組を初期段階において後押しするとともに、多文化共生の地域づくりに関する

取組のモデルを育成することが求められる。また、市町村間の連携支援、情報・ノウハウの伝達に取

り組むことも必要である。 
国には、各省庁における在住外国人に関する課題の共有と課題に対する支援の検討に取り組むとと

もに、国土形成計画に含まれる広域地方計画などにおいて多文化共生の地域づくりを支援することを

位置づけるよう検討していくことが必要である。また、在住外国人に対する日本語および日本社会に

関する学習機会の提供方法について、今後も引き続き検討を進める必要がある。 
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（北関東圏における多文化共生の地域づくりに向けて） 

北関東圏の中でも、在住外国人の国籍や就労・居住のあり方、地域の日本人住民、企業等の状況が

地域ごとに異なっていると思われる。そのため、今後は本調査で検討した「北関東圏における多文化

共生の地域づくりの仕組み」を参考としながら、より地域の事情や特性に合った形で地域づくりのあ

り方を見直し、各地域に適した「多文化共生の地域づくりの仕組み」が創られていくことを期待した

い。各地域の構成員が、在住外国人と日本人住民との共生に向けた取組に参画しながら、段階的かつ

地域的な取組を進めていくことが、今後の「多文化共生の地域づくり」に向けて望まれる。 
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